
公益代表機関 自治体 議会 市民 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

早期の市民参加 
（§3 Abs. 1 S. 1） 

建設誘導プラン 

策定議決（§2Abs. 1 S.1） 

建築誘導プラン 

公告（2Abs. 1 S.2） 

Bプラン素案縦覧 
（2Abs. 1 S.2） 

公式の市民参加 
（§3 Abs. 2） 

参加
（§4） 

解釈変更・追加 
（§3 Abs. 3） 

Bプランの策定 
（§10 Abs. 1） 

計画の許可 
（§10 Abs. 2） 

建設法典（BauGB）に基づくBプランの基本プロセス1) 

代替案比較検討 
予測される環境影響 
発言と議論の機会 

（1ヶ月） 

衡量における考慮
（§4Abs. 3） 

計画の根本的特徴に
触れない場合 
簡易手続き 

２. 定義と研究方法 

開発による環境影響を 
①回避→②最小化→③代償 
により補償すること 

開発 環境 

連邦自然保護法§16 

原則：経済活動による利益に
対して環境保全が優先される 

 
 

環境以外の利害が優先される
必要がある場合、環境侵害が
適切な措置により補償されるこ
とが求められる（勢一、2003） 

環境補償（ﾐﾃｨｹﾞｰｼｮﾝ） 研究方法 

本
報
告
の
対
象 

調査方法 
文献調査（主）・現地視察（2015年11月3日） 

既存環境補エリア Bremenportsにて 

３. 結果と考察 

ﾌﾞﾚｰﾏｰﾊｰﾌｪﾝ市 

ﾌﾞﾚｰﾒﾝ市 

ヴェーザー川 

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

失業率 19.5% 23.3% 20.7% 19.3% 15.2% 14.7% 16.7% 14.6% 14.1% 14.1% 13.9% 15.3%
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洋上風力のための港湾整備の背景 

①船舶の大型化 
②失業率 
③市場のニーズ 

Offshore Terminal 
Bremerhaven(OTB) 

の建設計画 

港湾整備における環境補償の現状と課題 
ードイツ・ブレーマーハーフェン市を事例にー 

名古屋大学大学院環境学研究科 竹内 彩乃 

１. 研究の背景と目的 

洋上風力を軸とした 
産業振興への期待 

沿岸域の多様な機能 

沿岸部の持続可能な発展 ＋ ＝ 

米国のミティゲーションの研究
（長尾ら、1997） 
⇔都市計画と連動している 

ドイツの環境補償の手法の研
究が尐ない 

洋上風力ターミナルの整備計画をBプランに基づき

進めているﾌﾞﾚｰﾏｰﾊｰﾌｪﾝ市を事例に、港湾整備に
おける環境補償の取り組みを整理する 

1992年：リオ地球サミット  
「沿岸域の総合管理と持続可能な開発」 
2007年：海洋基本法第25条 
「沿岸域総合的管理」 

研究の問い 
ドイツの環境補償は、 
環境と開発の調整に 

どう有効か？ 

港
湾
整
備
の
プ
ロ
セ
ス 

環
境
補
償
の
プ
ロ
セ
ス 

建築誘導プラン 

Bプラン素案 

解釈変更・追加 

ﾌﾞﾚｰﾒﾝ都市州 

ﾌﾞﾚｰﾒﾝ市 ﾌﾞﾚｰﾏｰﾊｰﾌｪﾝ市 

州議会 

参事会2) 

（93.8km2、11万人） （325.42km2、約55万人） 

港湾整備と環境補償の経緯 

2010.01 議会決議、代替案比較 
2010.06 代替案比較、整備地決定 
      →BプランNo. 441 
      （Luneort工業団地の整備） 

      →BプランNo. 445 
       （OTBの整備） 

      →BプランNo. 450 
       （Luneplate工業団地整備）  

2011.11 飛行場閉鎖 
      （OTB直結道路 
                   建設のため） 
2012.12 資金調達 
2013.01 説明会 
2013.02 縦覧（1か月） 
2013.12 BプランNo. 445提出 
2014.02 BプランNo. 441提出 
2015年前半～計画延長の声 
（洋上風力の連邦導入目標削減、大手製造会社が近隣自治体に工場建設） 

プロトタイプ建設 

Blexer Bogen 

Erdmannssiel 

比較検討項目（12箇所）： 

実施までにかかる期間、コスト（環境補償含む）、
物流、計画上の課題、環境保全 

比較検討項目（2箇所）：物流/経済性、 
環境影響、環境補償、航路、飛行場、土地利用 

既存環境補償エリアの侵害に対する懸念 
○当初の計画：200ha→現在：155ha 
○環境配慮型工業団地の整備を開始 

補注 
１） Roller(2009)と以下のURLを参考にした。 
http://www2.educ.fukushima-u.ac.jp/~abej/deut/bgbt.htm#d001 
2）州憲法、州法及び州議会の定める基本方針にしたがって、行
政を運営 
引用文献 
• 長尾義三、横内憲久（1997）『ミティゲーションと第３の国土空
間づくり』共立出版株式会社 

• 勢一智子（2004）「補償原則－ドイツ環境法にみる持続的発展
のための調整原理」西南学院大学法学論集37-1, pp. 71-94 

• G.Roller他（2009）「Umweltschutz durch Bebaungsplaene」
Oeko-Institut e.V. 

OTBの必要性の議論 

重視された項目 

飛行場 

→工業団地に近い、船が停泊しやすい 

No. 441 

No. 450 

No. 445 

〔まとめ〕 
• 代替案比較の段階から環境補償の考慮 

• 既存の環境補償エリアが利用される一方で、環境補償エリア
への環境影響が懸念され、計画内容の変更 

  →Bプランの効果？今後検証 
• エネルギー政策、市場との兼ね合いをどのように調整するか 

企業誘致が進む 

CT＋環境補償が進められる 

代替案 
港湾整備全体 

目
的 

港湾整備と環境補償の経緯（続き） 

〔2〕BプランNo. 445：渡り鳥、希尐生物への影響に対する補償 

〔1〕BプランNo. 450 ：工業団地のエリア変更 

規定 補償要求 

①侵害規定 
（§15BNatSchG, 
§8BremNatG） 

渡り鳥の繁殖場所（27ha）の損失/侵害、
魚類の生存圏（25ha）の損失/侵害、マク
ロ底生生物の生存圏（25ha）の損失/侵害、
浅瀬エリア（5ha）/干潟（18ha）の損失/侵
害、保護地区の機能（30ha）/間接的侵害
による美しさ・自然順応の一部の損失 

②ビオトープ保全
(§30BNaSchG) 

汽水域（18ha） 

③種の保全（§44 
BNaSchG）-渡り鳥 

環境補償エリア（27ha）（エココント） 

④Natura2000の連鎖 
（§34BNatSchG, 
§24BremNatG） 

FFH：Weser河口の汽水域（38ha） 
鳥類保護：ソリハシセイタカシギ（27ha） 

→エココントの利用、干潟の計画と整備地域 


